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『アジア経済』XLVII‒6（2006. 6）

Ⅰ　本書の問題意識と構成

NGO（Non-Governmental Organization）の社会

における役割と存在意義は，マイノリティ，貧困層，

女性，子どもといった社会的弱者を支援することに

ある。フィリピンにおいても二月革命（1986年）で

民主化の一翼を担ったNGOは，飛躍的にその数を増

加させ，行政と対立・協調を繰り返しながら政策に

影響を与えている。しかし，NGO が社会的弱者のた

めにいわゆる「良いこと」をしているといっても，

その形態や活動内容・方法はさまざまである。また，

自らの意志や行動がすべて思い通りに実現するわけ

ではない。NGO も社会の一組織である以上，他のさ

まざまな組織や人間と互いに影響しあいながら，活

動目標を設定し，実践していかざるをえない。そし

て，NGO にとっては資金調達や組織の維持も重要な

課題である。こうしてみると，NGO も組織のアイデ

ンティティを確立させ，活動し，組織を維持してい

くためには，さまざまな行政や他の NGO，そしてド

ナーなど社会の複数のアクター（行為体）と相互作

用しながら，合理的かつ戦略的に意思決定していく

必要があることがわかる。

本書の目的は，以上のようなNGOを取り巻く環境

を前提として，NGO のいくつかの戦略──どのよう

に組織として信頼・評価を獲得して活動を正当化さ

せて実践し，組織を安定化させるのか──を明らか

にすることにある。本書ではNGOが信頼・評価を得

ることを道徳資本（モラル・キャピタル）と表現し，

この道徳資本を蓄積させるためのNGOの戦略行動を，

政治，資金調達，活動領域の設定，という3つの観

点から，ハリボン（Haribon  Foundation and  the 

Philippine  Association）と PAFID（Philippine 

Association  for  Intercultural  Development）とい

うフィリピンの環境 NGO を例に考察した。

本書においてNGOの戦略を理解するためのキー概

念は道徳資本である。経済概念では括れないはずの

「道徳」を「資本」として考え，それを追求する

NGO を企業家としてとらえているところが本書の特

色である。道徳資本とは，たとえば「A という NGO

は自然環境保護，動植物保護，マイノリティの権利

保障など，社会・道徳的に良いことをしている」と

いう人々の信頼や評判と言い換えるとわかりやすい

だろう。この道徳資本が蓄積されれば，政府への影

響力も増し，社会や一般の人々からの支持・協力や

資金調達も比較的容易になる。すなわち，道徳資本

の蓄積はNGOの活動の基礎といっても過言ではない。

NGO はこの道徳資本を求めて行政や援助対象地域，

ドナーなどを相手にさまざまな戦略を繰り広げる。

時にNGOはドナーからの財政支援を拒否したり，行

政を批判し正面から対立したり，紛争地域において

身を挺して活動を続けるといった非合理的な行動を

するのも，この道徳資本の蓄積の一環であると考え

ると納得することができるだろう。ただし，この道

徳資本を求める行動がNGOの組織強化に必ずつなが

るとは限らない。「良いことをしている」というイ

メージを高めることは重要であるけれども，何が良

いとされるかはその時代によって異なるし，道徳資

本を追求しすぎると，組織の資金・運営にマイナス

に作用することもあるからだ。

本書の結論は次のようになる。道徳資本はNGOの

政治戦略，資金調達，活動領域の設定において大き

な影響を及ぼす。また，道徳資本はNGOの組織強化

においても重要な役割を果たしている。

本書の構成は以下のとおりである。
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第１章　金儲けの才能

第２章　道徳資本を追求すること

第３章　フィリピンで「良いこと」を実践するこ

　　　　　と

第４章　政治戦略

第５章　資金調達の戦略

第６章　活動の領域の設定

第７章　結論──道徳の役割──

Ⅱ 各章の内容

以下，各章ごとに内容を紹介する。序章では先に

述べた本書の問題意識，目的などが述べられている。

第１章は NGO についての先行研究と本書の位置

づけが中心となる。まず，本書において NGO は「公

共の福祉のために法律に則って特定の分野において

活動する民間非営利団体」と定義される。これまで

の NGO 研究を大雑把に括ると，NGO 肯定派と懐疑

派に分類できるであろう。NGO 肯定派の代表といえ

るのは，デーヴィッド・コーテン（David Korten）

である。彼はNGOを社会的弱者救済，社会正義を実

現させる，人々（ピープル）に根ざした発展を促す

媒体ととらえる立場に立って，NGO の変遷について

世代ごとにまとめ，その活動内容を分析した

［Korten 1990］。本書で取り上げている NGO 懐疑派

はイアン・スマイリー（Ian Smillie）である。彼は

組織の利益やファンド獲得を優先させて政治家や財

界のエリートたちと癒着し，NGO 本来の目的を見失

う点を指摘して，NGO も一組織に過ぎない点を強調

した［Smilie 1995］。

これに対し，本書はこれらNGOの肯定派・懐疑派

の両方の側面を併せ持つという前提に立ちながら，

先行研究では問題視されてこなかった，社会・道徳

的に「良いこと」をしていると認知されること（道

徳資本）が NGO にとってどのような意味を持つのか，

を分析の主眼に置いている。そして，NGO が「良い

こと」をしていると社会的に信頼・評価されること

は，社会的弱者のためだけでなく，NGO そのものの

組織強化になりうるととらえる。また，NGOが信頼・

評価されることは，NGO が他者に説得や交渉を行う

こと（著者はこれも権力の一形態であると説明して

いる）を正当化させることにもつながる。したがっ

て，本書はNGOが，自分の活動と目標を追求するた

めに「道徳資本を追求する企業家」であると分析す

る。もちろん，先述したとおり，何が道徳的に良い

こととされるのかは時代によって変化するし，価値

中立的なものではないので，NGOへの信頼・評判に

はつねに不確実性がつきまとう。したがって，道徳

資本を蓄積した NGO が磐石であるとはいえない。

それでも，道徳資本を追求することはNGOの存続に

とって必要不可欠なのである。

第２章は，冒頭で述べた道徳資本の概念の説明と

その有効性について述べられている。道徳資本につ

いての説明は先述したとおりである。道徳資本の概

念の有効性は次の４点である。第１に，道徳という

文化用語と資本という経済用語を結びつけることで，

NGO が組み込まれている政治経済構造と文化がどの

ように関連しているのかを理解することができる。

第２に，資本の概念を用いることで権力の所在が明

らかになる。第３に，どこで資本が蓄積されて，ど

こに影響力を持つのかが分析できる。第４に，資本

を蓄積するための戦略とは何かが明確になる。しか

し，道徳という文化概念を資本と結びつけることに

より，概念的な混乱が生じる可能性も示唆している。

また，本書でNGOに戦略行為という考え方を用い

る理由を次のように述べている。まず，グローバリ

ゼーションが進行し，経済が優先される現代におい

て，人間の行動規範は戦略行為が中心となってきて

いる。そして，戦略理論の特徴はある行為の選択は

他者との関係において決定されるということである

から，これに従えば，NGO がなぜ政府と批判的協調

という関係が結べるのか，時に抵抗したり，服従し

たりといったような複雑で非合理的な選択をするの

かが容易に理解できるからである。

第３章はフィリピンのNGOの歴史的変遷と，ケー

ス・スタディで取り上げる PAFID とハリボンを紹

介している。

＜NGO 創設期：1946～72年＞当時フィリピンは冷

戦という枠組みのなかでアメリカ主導の近代化を目

指していた。近代化に成功すれば貧困は解決すると
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考えられており，環境問題は特に注目されていなか

った。ビジネス業界，教会，政府の支援を受けて専

門家たちが地方で貧困撲滅のために活動し，マニラ

に市民団体が創設された。

＜マルコス戒厳令期：1972～86年＞マルコス独裁

下での貧困の原因はクローニー・キャピタリズムに

あると考えられていた。この時期のNGOはマルコス

政権の人権侵害を告発・追及した。政府とNGOは対

立関係にあり，多くの活動家たちが抑留され拷問を

受け苦しめられたが，NGOのこうした働きは広く

社会に受け入れられていった。そして，1986年の二

月革命時において民主化の旗手としてその立場を確

立させていった。

＜アキノ政権期：1986～92年＞この時期は民主政

権が復活し，人々が農地改革を始めとして政府によ

る社会変革を期待した時期であった。環境問題につ

いての関心も高まっていった。しかし，アキノ大統

領自身や議会を構成する議員のほとんどが地主階級

であったこともあり，農地改革を中心とする根本的

な改革は骨抜きにされた。一方で，政府とNGOの関

係は対立から批判的協調へと変化していった。1987

年憲法のなかで開発や地方行政におけるNGOの参加

が促されたことにより，NGOが政策や開発プロジェ

クトに参加する正当性が付与された。また，NGO 出

身者が閣僚に入閣した。海外からNGOへのファンド

が増加したことを受けて，政治家などがファンド獲

得の隠れ蓑として NGO（ミュータント NGO）を設

立するなど，NGO の数も一気に増加していった。こ

れに対し，本来の NGO はネットワークを形成して

（CODE-NGOなど），NGOの規律や行動規範を確認

しあった。

＜ラモス政権期：1992～98年＞ラモス大統領は

2000年までに新興工業国家の仲間入りを果たすとい

う目標を掲げ，GNP 成長率を上げていった。政府は

持続可能な発展をも視野に入れると発表したが，

NGO からは実態がかけ離れているとして反発の声が

上がった。この時期の政府とNGOも批判的協調の関

係にあったといえる。たとえば，NGO は地域レベル

の開発プロジェクトに対しては政府に協力したが，

1998年に木材輸出を解禁したことについては反対の

キャンペーンを展開している。また，アキノ民主化

政権復活以来，NGO へのファンドが増加したことを

背景に，この頃になるとNGOのなかには組織が肥大

して機能不全に陥るものも出現した。さらに，NGO

の数が増加して（1984年２万3800→95年７万200）

ファンド獲得競争も激化した。こうしたなかで

NGO は道徳資本を獲得するために，他の NGO との

差異化を図り，アイデンティティをどのように維持

していくのかと，持続可能な開発といったNGOのビ

ジョンをどう具体的に実現していくのかが問われる

ようになっていった。

次に PAFID とハリボンについて簡単に説明する。

PAFID は1967年に設立され，フィリピンの先住民

の土地や資源の権利を守ることと，彼らの知恵や文

化を重んじることを活動の目標としている。1990年

代頃から全国的に知れ渡っていったが，そこにいた

るまでの経緯は平坦ではなかった。設立当初は，開

発の弊害に脅かされているコミュニティを助けると

いう目標を掲げたが，それ自体漠然として具体的な

対象が定まらずに活動休止となった。1975年からは

北部ルソンのチコ川ダム建設反対運動の中心的な

NGO として活躍したが，その是非をめぐって組織内

部に亀裂が生じ，結果として組織の弱体化を招い

た。しかし，環境天然資源省から先住民のためにコ

ミュニティを基盤とする森林管理協定（Communal 

Forest Leases）を獲得することを活動の柱とし，

フォード財団などから資金提供を受け，アキノ政権

になるとこの活動が認められて海外からの資金援助

を通して組織の立て直しを図った。活動方針も先住

民の生活全体を支えるための持続可能な発展へと広

がり，活動地域も北部ルソンにパラワン，ミンドロ

が加わった。この時期は先住民に対する社会の関心

も高まった時期であったので，PAFID は全国的に

注目されていった。また，環境天然資源省との対話

や交渉を通じて1992年９月までに7866家族に対して

６万6525ヘクタールの土地権利裁定証書を発行する

ことができた。組織としても1993年までにはフルタ

イムスタッフが３人から50人近くまで増加した。し

かし，1993年にはミンドロのプロジェクトを引き上

げ，スタッフを解雇，組織規模も縮小した。一方で，
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議会で先住民の権利法（IPRA）を可決させるため

の大規模なキャンペーンを実施して1997年10月に可

決させた。このように PAFID はその活動範囲を先

住民の土地取得から先住民権利全体や環境問題へと

発展させていくなかで道徳資本を蓄積していった。

1972年にバードウオッチングの目的で設立された

ハリボンは，環境NGOのパイオニアとしてその名を

馳せていった。1970年代後半には絶滅の危機に瀕し

ているフィリピン鷲の保護を手始めに，環境保護の

ための調査を通して政府にロビイングを行ってきた。

これに対し世界自然保護基金（WWF）などが活動

資金を援助した。アキノ政権になると，ハリボンは

調査中心の活動から「持続可能な開発」というビジ

ョンのもとに不法伐採反対運動ほか，さまざまな実

践活動を展開していった。閣僚に当時の代表マキシ

モ・カラウ（Maximo Kalaw）が入閣した。その一

方で，1989年から開始されたパラワンでの不法伐採

反対運動では政治家からの圧力や軍のハラスメント

に煩わされ，91年には14人のスタッフが逮捕された。

こうした活動の拡大によって，ハリボンは一層注目

を浴びていった。

また，政府とは批判的協調路線を取りながら，環

境天然資源省や世界自然保護基金（WWF）ととも

に債務自然保護スワップ実施の主導権を握った。し

かし，このプログラムが終了するとともに，ドナー

からの資金の規模も縮小し，80人いたスタッフを30

人解雇した。そして，ハリボンはリュックや T シャ

ツを販売するなど，資金調達のルートの多様化を模

索していった。

第４章から第６章は，PAFID とハリボンが活動

目標を達成させるために，政治，資金調達，活動領

域の設定において，どのように戦略を立てるのかに

注目する。本書にとって分析の中核となる部分であ

る。ここから浮かび上がるのは「企業家としての

NGO」という姿である。以下，簡単に各章を要約し

ておく。

第４章の政治的戦略は，NGOが政府とどのような

関係を形成するかに注目する。まず，NGO は政府に

対して（特にアキノ政権以降）「批判的協調」とい

うスタンスを取った。これは，政府と距離を置きな

がらも，政府のプロジェクトに NGO や住民組織が

参加したり，スタッフ交流や定期的会合などを頻繁

に行うことである。たとえば，ハリボンは1989年か

らイサログ山国立公園の自然保護プロジェクトの調

査に協力した。また，環境天然資源省とハリボン，

住民組織で自然保護や不法伐採についての定期的会

合をもうけ，地域の住民組織が主体的に不法伐採対

策にかかわることができるようになった。PAFID

は，先住民族の資源管理を尊重するための先祖伝来

の地認定証の法制化のプロセスにおいて，政府に対

して影響力を及ぼすことができた。　

著者は NGO の「批判的協調」という立場を NGO

の戦略，道徳資本を獲得する手段のひとつと位置づ

ける。NGO はプロジェクトの参加と成功を通して，

政府の政策に対する影響力を高めることにより，組

織としての信頼・評価を獲得することができるから

だ。もっとも，他のNGOも政策に影響力を及ぼそう

とするし，決定は多様なルートを通して行われると

いう限界はある。また，NGO はこれまでのように政

府の政策をモニタリングし，批判することでも道徳

資本を蓄積することができるとする。

第５章は，資金調達の方法と道徳資本の関連に注

目する。そもそも多くのNGOは非営利であるがゆえ

に財政状況が不安定である。NGOのなかには運営を

安定させることを優先させて政府，海外の財団など

への依存を深めすぎてしまい，組織の目的やビジョ

ンを見失ってしまうこともある。その反対に，組織

の自律を優先させて，ドナーからの資金を拒否する

ことが道徳資本の蓄積につながる場合もある。たと

えば，1990年からアジア開発銀行と環境天然資源省

が約4000万ドルの資金をつぎ込んでミンドロの山地

民の貧困対策プロジェクトを開始した。このプロジ

ェクトは山地民のセイフティネットの確立と森林

保護を目的としていた。PAFID はこれに参加した

が，山地民の生活改善を進めたい PAFID と，そ

れよりも森林管理に重点を置こうとする環境天然資

源省との間の溝が埋まらなかった。また，環境天然

資源省に対する住民組織の不信感が拭えなかったこ

とから，PAFID は３年後にプロジェクトの参加を

中止することで，山地民との信頼関係をより深めて
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いった。

また，資金調達ルートの選別や多様化もNGOが自

律していくうえで重要であるとしている。たとえば，

ハリボンは，企業からの寄付の受け取りを，環境保

護や NGO 活動に理解を示す企業に限定する一方で，

学生や市民から会費や寄付を募り，ハリボンのロゴ

が入った商品販売，ロックコンサートや映画の催し

などを通しても資金を調達している。

第６章では，NGO がどこで活動し，どのような評

価を得ていくか戦略を立てることも道徳資本の蓄積

にとって重要であることを指摘している。たとえば，

PAFID は先住民族の権利を保護することが活動の

目的であるから，必然的に山岳地帯が活動領域とな

る。その結果，PAFID は特にミンドロで地域に根

ざした活動をするNGOとして評価を得ていった。一

方，ハリボンはパラワンでの自然保護プロジェクト

に学生を動員したことと，森林伐採反対運動で軍や

政治家のハラスメントを受けたことがマスコミに取

り上げられて，一躍脚光を浴びた。両組織にとって

活動領域の設定は組織のアイデンティティを確立し，

社会にも評価されるうえでたいへん重要であった。

実際 PAFID にとってミンドロ地域の活動は経費が

かかるにもかかわらず継続していたのは，こうした

理由からである。また，NGOが数多く存在すると，

必然的にNGOの活動領域とファンドをめぐっての競

争が激化する。たとえば，環境問題への関心の高ま

りを受けて，1990年代にはフィリピン農村再建運動

（PRRM）のような開発 NGO も「環境と開発」を活

動方針として掲げ，資金調達や活動領域の面でハリ

ボンと対立した。

終章でのポイントは次の２点となる。第１は，道

徳資本を蓄積するということは，道徳的・慈善的な

行動を通して組織の信頼や評価を高めるという点で

ある。これにより，NGO は政府や市民社会への影響

力を高め，積極的に活動することができるだけでな

く，組織の運営や経営も安定させることができる。

また，NGO はこの道徳資本を蓄積させるために政治

戦略を練り，資金調達を行い，活動領域を設定する

ことから，NGO を企業家としてとらえる視点が有効

であると考える。しかし，NGO の信頼・評価は政治

的，偶発的かつ相対的なものである。また，どの

NGOもこの道徳資本を追求する結果，ジレンマが生

じてNGOの行動が非合理的になることがある。

第２は，道徳資本の概念は PAFID とハリボンだ

けでなく他の大小のNGOにも当てはまる点である。

さらに，本書は政治家が支援を引き出し，支配の正

当性を高めるプロセスや，フェアトレードや有機農

業などのビジネスを分析する際にも道徳資本の概念

は有効であると締めくくっている。

Ⅲ　若干のコメント

以下，２点に絞って簡単にコメントをしたい。

第１に，本書はNGOの道徳の役割に注目し，道徳

資本を蓄積するという規範に則って行動する「企

業」であると明快に指摘したことで，NGO に対する

新しい見方を提供したと評価できる。道徳資本とい

う考え方に従えば，NGO が政府を批判しながらも，

プロジェクトやイシューによっては協調したり，ド

ナーからの資金提供を拒否するなど，一見すると矛

盾する行動の背景を簡単に理解することができるだ

けでなく，他のNGOについても普遍化することがで

きる。

たとえば，個人的な反省であるが，評者はフィリ

ピンの農地改革を求めるNGOや住民組織について論

文を執筆した際に，ケース・スタディとして取り上

げたNGOが農地改革省に対して批判的協調という路

線を取ることは，政策への影響力を高めてプロジェ

クトの成功につながるとして評価した。しかし，な

ぜNGOがそのような行動を取るかという分析には至

らなかった。そのため，批判的協調は単なる国家の

下請化ではないのか，という指摘に対して十分に回

答できなかった。また，評者が取り上げた NGO の

資金源のひとつがフィリピン政府であったことにつ

いての解釈も不十分であるとの指摘を受けたことが

あった［堀 2005］。しかし，道徳資本の蓄積という

観点からこうした問題を考えれば，NGO は社会や

人々に「良いことをしている」と信頼・評価される

と判断した範囲において（失敗する可能性もある

が），批判的協調路線を取り，政府からも資金提供
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を受けていると解釈することができる。

また，現在日本のNGO業界では，その行動様式の

あり方や存在意義が問われ始めているが，これにつ

いても道徳資本という考え方は有効であるように思

われる。たとえば，2004年４月から日本のNGOスタ

ッフによって「連続共同討議： NGO 運動はどこへ

向かうのか？」と題された勉強会が開かれた。これ

は NGO 内部から，NGO は政府や国際機関の下請け

機関化しているのではないだろうか，NGO は専門性

を売りにしたことで，その声を代表とすると主張す

る草の根の人々，共同体，社会運動から遊離したの

ではないか，そもそもNGOは何をもってその存在を

正当化するのか，といった疑問を出発点としている

［藤岡 2005, 140］。その根底には，NGO のそもそも

の道徳的役割は国家を相対化し，既存の権力構造を

変える新しいアクターであるはず（あるべき）なの

に，道徳よりもNGO組織自体の安定化を優先させる

NGOが出現するなど，道徳資本を蓄積しようとする

際の優先順位が揺らいでいる組織の存在が背景にあ

ると思われる。こうした問いの答えとして，反国際

差別運動（IMADR）の藤岡美恵子は「NGO がまず

手をつけるべきなのは，自らの組織のあり方を決め

ている価値観，思想を再度問い直し，それが自分た

ちの実現したいこととどう関係するのかをきちんと

考え，オープンに討論することだろう」と記してい

る［藤岡 2005, 147］。この自らの組織のあり方を決

めている価値観，思想を再度問い直すこととは，

NGOの道徳の役割と，道徳資本を蓄積する方法（戦

略）の再検討を意味しているように思われる。

しかし，その一方で，NGO の行動を理解するため

には，道徳的資本という概念だけが有効であるのか

は定かでない。したがって，この道徳資本の概念の

有効性，普遍性の再検討を第２点目のコメントとし

て挙げておきたい。

いずれにせよ，NGO に対しては悲観せず，楽観せ

ずという視点が必要であろう。今後はNGOの活動内

容や市民社会での役割，政策への影響といった実践

面を分析するだけでなく，NGO の組織のあり方を決

定する価値・思想も踏まえた議論が本格化するだろ

う。そのうえでも，本書はフィリピンの NGO や「も

うひとつのNGO論」に関心を持つ者にとっては重要

な先行研究となるであろう。
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